
◎私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正
する法律

（平成一四年五月二九日法律第四七号）　　

一、提案理由（平成一四年四月一○日・衆議院経済産業委員会）

○片山国務大臣　ただいま議題となりました私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律の一部を改正する法律案について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上

げます。

　私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律、いわゆる独占禁止法については、

平成九年の一部改正法の附則第五条において、政府は、法施行後五年経過後に、事業支

配力の過度集中を防止する観点から、設立等が禁止される持ち株会社の範囲、大規模会

社の株式保有総額の制限の対象となる株式の範囲等について検討を加え、必要があると

認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとされております。

　また、政府は、昨年三月末に閣議決定した規制改革推進三カ年計画において、現行の

持ち株会社規制、大規模会社の株式保有総額制限等について検討し、平成十三年度中に

結論を得て、平成十四年度中に所要の措置を講ずることとしております。

　今回は、これらの閣議決定等を踏まえ、会社の株式保有の制限に関する規定の改正を

行うべく、また、これにあわせて書類の送達規定等についての規定の整備及び法人等に

対する罰金の上限額の引き上げを行うため、ここにこの法律案を提出した次第でありま

す。

　次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。

　第一に、大規模会社の株式保有総額の制限に係る規定を廃止することとしております。

　第二に、現行の持ち株会社規制を、事業支配力が過度に集中することとなる会社の設

立等を禁止する規制に改めることとしております。

　第三に、金融会社による他の国内の会社の議決権保有制限の対象範囲を縮減すること

としております。

　第四に、書類の送達について、外国における送達規定である民事訴訟法第百八条の規

定を新たに準用する等、書類の送達規定等についての規定の整備を行うこととしており

ます。

　第五に、私的独占、不当な取引制限等の違反について、法人等に対する罰金の上限額

を五億円に引き上げることとしております。

　なお、これらの改正は、一部を除き、公布の日から起算して六月を超えない範囲内に

おいて政令で定める日から施行することとしております。

　以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。

　何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。

二、衆議院経済産業委員長報告（平成一四年四月一八日）

○谷畑孝君　ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会における



審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　本案は、最近における経済情勢等にかんがみ、公正かつ自由な競争の促進による国民

経済の一層の発展に資するため、会社による株式保有の制限、海外への送達手続、法人

等に対する罰金の額等について所要の措置を講ずるものであります。

　その主な内容は、

　第一に、大規模会社による株式保有の総額制限を廃止し、現行の持ち株会社規制と一

本化して、事業支配力が過度に集中することとなる会社の設立等を禁止する規定とする

とともに、金融会社による議決権保有制限の対象範囲を縮減すること、

　第二に、外国にいる相手方に書類を送達する民事訴訟法の規定を準用する等、手続関

係規定を整備すること、

　第三に、カルテル等の違反について、法人等に対する罰金の上限額を五億円に引き上

げること

等であります。

　本案は、去る四月九日本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会に付

託されました。同月十日片山総務大臣から提案理由の説明を聴取し、同月十二日及び十

七日に質疑を行った後、討論を行い、採決を行った結果、本案は賛成多数をもって原案

のとおり可決すべきものと議決いたしました。

　なお、本案に対し附帯決議が付されました。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年四月一七日）

　政府は、新法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。

一　事業支配力の過度集中に関して、公正取引委員会の考え方を明らかにするガイドラ

インの作成にあたっては、事業者の不必要な負担を軽減し円滑な事業遂行に資する観

点から、判断基準を事業者が予測可能なものにするとともに、過度な規制とならない

よう十分配慮すること。

二　経済社会構造を改革し、公正かつ自由な競争を通じて我が国経済を活性化させるた

め、規制緩和とともに競争政策の積極的な展開が求められている状況にかんがみ、公

正取引委員会の体制等の一層の整備、強化を図るとともに、同委員会の政府部内にお

ける位置付けについては、厳格な独立性、中立性を確保する観点からよりふさわしい

体制への移行を検討すること。

三　経済の国際化に伴い、我が国の市場に影響を及ぼす国際カルテルや反競争的な企業

結合等に対応するため、競争分野における二国間協力協定の締結を進めるとともに、

多国間での協定締結に向けて我が国が主導的な役割を果たすこと。

四　世界的な大競争時代における産業再編を通じて、企業間の規模の較差がさらに拡大

することにより、不公正な取引の強要など中小企業、信用金庫等が不利益を被ること



がないよう、下請取引の適正化、独占禁止法の厳正な執行に万全を期すること。

五　独占禁止法違反行為に対する抑止力の強化の観点から、課徴金、刑事罰や公正取引

委員会の調査権限の在り方を含めた違反行為に対する措置体系全体について早急に見

直すこと。

六　この法律の施行後、経済的・社会的環境の変化を見究めるとともに、新法の施行の

状況を勘案し、必要があると認めるときは、速やかに新法の規定について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずること。

三、参議院経済産業委員長報告（平成一四年五月二二日）

○保坂三蔵君　ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告を申し上げます。

　本法律案は、大規模会社の株式保有を制限している規定を廃止するとともに、現行の

持株会社規制を、事業支配力が過度に集中することとなる会社の設立を禁止する規制に

改める等の措置を講じようとするものであります。

　委員会におきましては、事業統合と競争政策との関係、持株会社設立による労働者へ

の影響、公正取引委員会の執行体制の強化等につきまして質疑が行われましたが、その

詳細は会議録によって御承知願います。

　質疑を終わり、討論に入りましたところ、日本共産党の緒方委員より反対する旨の意

見が述べられました。

　次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定をい

たしました。

　以上、御報告申し上げます。


